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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記（Ａ）～（Ｅ）成分を含有することを特徴とするコーティング用組成物。
（Ａ）成分：以下の（Ａ－１）成分のビスフェノール基含有シランと（Ａ－２）成分のＵ
Ｖ吸収基含有シランとの共加水分解縮合物、
（Ａ－１）成分：

【化１】

（式中、Ｒ1～Ｒ4は、水素原子、ハロゲン原子、アルキル基、アルコキシ基又はアリール
基を示す。Ｒ5，Ｒ6は、それぞれ独立して、水素原子、炭素数１～１０のアルキル基又は
炭素数６～１０のアリール基であり、Ｒ5とＲ6とが結合してこれらが結合する炭素原子と
共に炭素数３～１３の炭素環又は複素環を形成してもよく、これらの基に炭素原子を有す
る場合には、置換基として、炭素数１～６のアルキル基、炭素数２～６のアルケニル基又
は炭素数１～６のアルコキシ基を有することもできる。また、Ｙは独立に下記式
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【化２】

で示される基であり、Ｒ10は炭素数２～６のアルキレン基であり、Ｒ11，Ｒ12は、独立に
炭素数１～６のアルキル基である。ｎは０～２の整数を示す。）
（Ａ－２）成分：

【化３】

（式中、Ａ1～Ａ10は、水素原子、ヒドロキシ基、炭素数１～６のアルキル基、又はＯＹ
であり、Ａ1～Ａ10のうち少なくとも１つがＯＹである。Ｙは上記の通りである。）
（Ｂ）成分：ケイ素酸化物のコロイド粒子、
（Ｃ）成分：反応性シリル基含有アクリル樹脂、
（Ｄ）成分：硬化剤、
（Ｅ）成分：溶剤
【請求項２】
　（Ｃ）成分の反応性シリル基含有アクリル樹脂が、（イ）紫外線吸収性アクリル単量体
と（ロ）アルコキシシリル基含有アクリル単量体と（ハ）それ以外のアクリル単量体との
共重合体である請求項１に記載のコーティング用組成物。
【請求項３】
　（Ｄ）成分の硬化触媒が、アルミニウム化合物である請求項１又は２に記載のコーティ
ング用組成物。
【請求項４】
　（Ｅ）成分の溶剤が、２つ以上の官能基を有する化合物である請求項１～３のいずれか
１項に記載のコーティング用組成物。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか１項に記載のコーティング用組成物を製造する方法であって、
（Ａ）成分と（Ｂ）成分を、予め酸性触媒存在下で加水分解・縮合させることを特徴とす
るコーティング用組成物の製造方法。
【請求項６】
　プラスチックレンズ基材上に、請求項１～４のいずれか１項に記載の組成物により形成
されたハードコート層を設けてなることを特徴とするプラスチックレンズ。
【請求項７】
　プラスチックレンズ基材がポリカーボネート樹脂基材である請求項６に記載のプラスチ
ックレンズ。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、プラスチック基材の表面硬度を高め、高度の紫外線遮蔽能を付与する透明な
ハードコート膜を形成できるコーティング用組成物、及びプラスチック基材上に該組成物
の被膜が形成されたプラスチックレンズ、とりわけ、プラスチック基材としてポリカーボ
ネート樹脂を用いたプラスチックレンズに関するものである。
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【背景技術】
【０００２】
　近年、レンズ用の素材としてプラスチックは、ガラスと比較して軽量であり、耐衝撃性
、染色性、加工性等において利点を有することから選ばれている。反面、ガラスと比較し
て耐擦傷性、耐熱性等では劣っており、これら欠点を克服するため種々の改良、改質の努
力がなされている。耐擦傷性を改良する方法として、基材表面にハードコートを施すこと
が行われている。ハードコート層はシランの加水分解物やシリカとの混合物を主成分とす
るシリコーン系コーティング組成物によるものが行われてきている。
【０００３】
　しかしながら、プラスチックレンズ基材に上述したようなシリコーン系コーティング組
成物を塗布し、ハードコート層を形成させようとしても、密着性が足りず、初期密着、煮
沸密着ともに実用に耐えうるものではなかった。そのため、密着性を付与するためにプラ
イマーを基材に塗布し、その後にハードコート液を塗布するという２段階の工程を必要と
していた。特に、ポリカーボネート樹脂からなるレンズ基材においては、ハードコート層
との密着性が悪く、プライマー処理が不可欠であった。
【０００４】
　また、プライマー層は、レンズ基材とハードコート層との間で衝撃吸収層としての役割
を果たし、レンズの耐衝撃性を改善するのに役立っているため、レンズ基材にプライマー
処理無しにハードコート層を設けると、耐衝撃性が著しく悪化することが知られている。
【０００５】
　しかしながら、ポリカーボネート樹脂は、他の樹脂に比べて耐衝撃性が秀でているため
、プライマー層が無くても十分実用に耐えうる耐衝撃性を持つレンズとなりうるため、ポ
リカーボネート樹脂からなるレンズ基材に対して、プライマー処理無しでも密着性に優れ
るようなハードコートが望まれていた。
【０００６】
　このようなハードコートを得るものとして、特開平０６－２５６７１８号公報（特許文
献１）では、接着促進剤としてカプロラクトン基ポリエステルポリオールを含有させるこ
とにより、プライマーの塗布なしに基材と密着するコーティング組成物が開示されている
。しかし、この化合物を含有させて密着性を得ることができても、ハードコート層を施し
たプラスチックは白化してしまっていた。白化しない程度にカプロラクトン基ポリエステ
ルポリオールの分量を減らそうとすると、十分な密着性が得られなくなっていた。白化現
象はレンズにとっては極めて不都合であり、実用的なレンズにはこうしたコーティングを
実施することができなかった。
【０００７】
　また、反応性アクリル樹脂を含有したハードコート組成物が、特願２００３－３１２７
８２号において提案されている。反応性アクリル樹脂を含有したハードコート組成物は、
白化現象を抑制しながらも優れた密着性を示し、ポリカーボネート樹脂に対しても有効で
ある。ポリカーボネート樹脂を用いたレンズ基材に対してこのハードコート組成物を用い
たレンズは、外観、初期密着性、硬度、耐候性等の各試験において優れた結果を示すが、
煮沸した水溶液の中へレンズを浸漬して耐性を検査する煮沸試験においては、クラックや
膜剥げが早い段階で発生してしまっていた。
【０００８】
　プラスチック表面のコーティングは、主として液相法と気相法によりなされている。液
相法の例としては、アルコキシシランをゾル－ゲル法によって加水分解及び脱水縮合して
緻密なガラス状架橋構造を有するコーティング膜を得る方法がある。一方、気相法の例と
しては、基板にシリカ膜を真空蒸着させて保護膜を形成し、硬度を高める方法が採用され
ている。しかし、こうしたコーティング膜は紫外線吸収能を持たないため、基材のプラス
チックが紫外線により劣化するという欠点があった。
【０００９】
　この欠点を補う方法として、ベンゾフェノン系、ベンゾトリアゾール系、サルチレート
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の、又は酸化チタンや酸化亜鉛等の無機系の紫外線吸収剤を配合したものが知られている
。
【００１０】
　しかしながら、こうした従来のコーティング膜にあって、有機系の紫外線吸収剤の場合
には耐熱性が乏しく、経時で揮散するため紫外線遮蔽効果が限定的で、大量に使用すると
基板との密着性に悪影響を及ぼし、使用量に制限がある等の問題があった。また、無機系
の紫外線吸収剤を用いた場合には、それ自体が紫外線で黄変してしまう他、一般に粒径が
大きいために可視光の透過性が悪く、透明性が悪化するという問題のため、レンズ用途で
の使用は限定的であった。また、透明性に優れる無機系の紫外線吸収剤として特開平２－
２６５９７６号公報（特許文献２）には、粒径が０．１μｍ以下の酸化亜鉛微粉末を結合
剤中に単分散した組成物が提案されているが、０．１μｍ以下の酸化亜鉛微粉末は、製造
コストが高く、しかもこの微粉末を結合剤中に分散させるためには多くの工程と時間が必
要であった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開平０６－２５６７１８号公報
【特許文献２】特開平２－２６５９７６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明は、上記事情に鑑みなされたものであり、プラスチックレンズ基材等のプラスチ
ック基材に、プライマー層無しでも密着性が良く、煮沸試験に対しても優れた耐性を示す
ハードコート層を形成するコーティング用組成物を提供することを目的とする。また、プ
ラスチック、特にポリカーボネート樹脂基材上に本発明のコーティング用組成物により形
成されたハードコート層を設けることで上記基材の表面硬度を高め、紫外線による基材の
劣化を抑え、透明外観を向上させたプラスチックレンズを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明者らは、上記目的を達成するため鋭意検討した結果、下記（Ａ）～（Ｅ）成分：
（Ａ）成分：ビスフェノール基含有シランとＵＶ吸収基含有シランの共加水分解縮合物、
（Ｂ）成分：ケイ素酸化物のコロイド粒子、
（Ｃ）成分：反応性シリル基含有アクリル樹脂、
（Ｄ）成分：硬化剤、
（Ｅ）成分：溶剤
を含有するコーティング用組成物が上記課題の解決に有効であることを見出し、本発明を
なすに至った。
【００１４】
　従って、本発明は、下記のコーティング用組成物及びプラスチックレンズを提供する。
［１］
　下記（Ａ）～（Ｅ）成分を含有することを特徴とするコーティング用組成物。
（Ａ）成分：以下の（Ａ－１）成分のビスフェノール基含有シランと（Ａ－２）成分のＵ
Ｖ吸収基含有シランとの共加水分解縮合物、
（Ａ－１）成分：
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【化１】

（式中、Ｒ1～Ｒ4は、水素原子、ハロゲン原子、アルキル基、アルコキシ基又はアリール
基を示す。Ｒ5，Ｒ6は、それぞれ独立して、水素原子、炭素数１～１０のアルキル基又は
炭素数６～１０のアリール基であり、Ｒ5とＲ6とが結合してこれらが結合する炭素原子と
共に炭素数３～１３の炭素環又は複素環を形成してもよく、これらの基に炭素原子を有す
る場合には、置換基として、炭素数１～６のアルキル基、炭素数２～６のアルケニル基又
は炭素数１～６のアルコキシ基を有することもできる。また、Ｙは独立に下記式

【化２】

で示される基であり、Ｒ10は炭素数２～６のアルキレン基であり、Ｒ11，Ｒ12は、独立に
炭素数１～６のアルキル基である。ｎは０～２の整数を示す。）
（Ａ－２）成分：

【化３】

（式中、Ａ1～Ａ10は、水素原子、ヒドロキシ基、炭素数１～６のアルキル基、又はＯＹ
であり、Ａ1～Ａ10のうち少なくとも１つがＯＹである。Ｙは上記の通りである。）
（Ｂ）成分：ケイ素酸化物のコロイド粒子、
（Ｃ）成分：反応性シリル基含有アクリル樹脂、
（Ｄ）成分：硬化剤、
（Ｅ）成分：溶剤
［２］
　（Ｃ）成分の反応性シリル基含有アクリル樹脂が、（イ）紫外線吸収性アクリル単量体
と（ロ）アルコキシシリル基含有アクリル単量体と（ハ）それ以外のアクリル単量体との
共重合体である［１］に記載のコーティング用組成物。
［３］
　（Ｄ）成分の硬化触媒が、アルミニウム化合物である［１］又は［２］に記載のコーテ
ィング用組成物。
［４］
　（Ｅ）成分の溶剤が、２つ以上の官能基を有する化合物である［１］～［３］のいずれ
かに記載のコーティング用組成物。
［５］
　［１］～［４］のいずれかに記載のコーティング用組成物を製造する方法であって、（
Ａ）成分と（Ｂ）成分を、予め酸性触媒存在下で加水分解・縮合させることを特徴とする
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コーティング用組成物の製造方法。
［６］
　プラスチックレンズ基材上に、［１］～［４］のいずれかに記載の組成物により形成さ
れたハードコート層を設けてなることを特徴とするプラスチックレンズ。
［７］
　プラスチックレンズ基材がポリカーボネート樹脂基材である［６］に記載のプラスチッ
クレンズ。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明のコーティング用組成物は、プライマー層が無くてもプラスチック基材との密着
性に優れ、外観の透明性にも優れたハードコート層を形成することができる。また、プラ
スチック基材上に、本発明のコーティング用組成物により形成されたハードコート層を有
するプラスチックレンズ、特にポリカーボネート樹脂製レンズは、紫外線劣化が抑制され
、耐衝撃性も十分である。
　本発明のコーティング用組成物によって形成されたハードコート層は、紫外線遮蔽効果
があることにより、紫外線の低減によるプラスチック基材の耐候性の向上を図ることがで
きる。また、煮沸試験に対して優れた耐性を持っているため、密着試験における耐性が飛
躍的に向上する。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
（１）組成物成分
　本発明のコーティング用組成物は、
（Ａ）ビスフェノール基含有シランとＵＶ吸収基含有シランの共加水分解縮合物、
（Ｂ）ケイ素酸化物のコロイド粒子、
（Ｃ）反応性シリル基含有アクリル樹脂、
（Ｄ）硬化触媒、及び
（Ｅ）溶剤
を必須成分とするものである。
【００１７】
　各成分について、以下に詳述する。
［（Ａ）成分］
　コーティング用組成物に含有させる（Ａ）成分の原料シランは、好ましくは以下のよう
な（Ａ－１）成分のビスフェノール基含有シランと、好ましくは（Ａ－２）成分のＵＶ吸
収基含有シランとを共加水分解した縮合物である。
（Ａ－１）成分：
【化４】

（式中、Ｒ1～Ｒ4は、水素原子、ハロゲン原子、アルキル基、アルコキシ基又はアリール
基を示す。Ｒ5，Ｒ6は、それぞれ独立して、水素原子、炭素数１～１０のアルキル基又は
炭素数６～１０のアリール基であり、Ｒ5とＲ6とが結合してこれらが結合する炭素原子と
共に炭素数３～１３の炭素環又は複素環を形成してもよく、これらの基に炭素原子を有す
る場合には、置換基として、炭素数１～６のアルキル基、炭素数２～６のアルケニル基又
は炭素数１～６のアルコキシ基を有することもできる。また、Ｙは独立に下記式
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【化５】

で示される基であり、Ｒ10は炭素数２～６のアルキレン基であり、Ｒ11，Ｒ12は、独立に
炭素数１～６のアルキル基である。ｎは０～２の整数を示す。）
【００１８】
（Ａ－２）成分：

【化６】

（式中、Ａ1～Ａ10は、水素原子、ヒドロキシ基、炭素数１～６のアルキル基、又はＯＹ
であり、Ａ1～Ａ10のうち少なくとも１つがＯＹである。Ｙは上記の通りである。）
【００１９】
〈１〉（Ａ－１）成分の化合物（Ｉ）のシランは、以下の構造であって、詳細に説明する
。

【化７】

（式中、Ｒ1～Ｒ4は、水素原子、ハロゲン原子、アルキル基、アルコキシ基又はアリール
基を示す。Ｒ5，Ｒ6は、それぞれ独立して、水素原子、炭素数１～１０のアルキル基又は
炭素数６～１０のアリール基であり、Ｒ5とＲ6とが結合してこれらが結合する炭素原子と
共に炭素数３～１３の炭素環又は複素環を形成してもよく、これらの基に炭素原子を有す
る場合には、置換基として、炭素数１～６のアルキル基、炭素数２～６のアルケニル基又
は炭素数１～６のアルコキシ基を有することもできる。また、Ｙは独立に下記式

【化８】

で示される基であり、Ｒ10は炭素数２～６のアルキレン基であり、Ｒ11，Ｒ12は、独立に
炭素数１～６のアルキル基である。ｎは０～２の整数を示す。）
【００２０】
　より具体的には、下記で示されるものを挙げることができる。
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【化９】

（式中、Ｒ1～Ｒ6は上記と同じであり、Ｙ’は、独立に下記式
【化１０】

で示される基であり、Ｒ11、Ｒ12、ｎは上記と同じであり、Ｒ’は水素原子又は炭素数１
～３のメチル基、エチル基、プロピル基等のアルキル基であり、ｍは０～４の数である。
）
【００２１】
　式（Ｉ），（Ｉ’）中、Ｒ1～Ｒ4は水素原子、ハロゲン原子、アルキル基、アルコキシ
ル基又はアリール基であり、Ｒ1～Ｒ4はそれぞれ同一であっても異なっていてもよく、具
体的には、水素原子、塩素原子、臭素原子、フッ素原子等のハロゲン原子、メチル基、エ
チル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、
ペンチル基、ネオペンチル基、ヘキシル基、シクロへキシル基、オクチル基等の炭素数１
～８のアルキル基、メトキシル基、エトキシル基、プロポキシル基、ブトキシル基等の炭
素数１～４のアルコキシル基、フェニル基、トリル基、キシリル基、ナフチル基等の炭素
数６～１０のアリール基が挙げられる。
【００２２】
　Ｒ5，Ｒ6は水素原子、炭素数１～１０のアルキル基又は炭素数６～１０のアリール基で
あり、Ｒ5，Ｒ6はそれぞれ同一であっても異なっていてもよく、具体的にアルキル基とし
ては、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｔ
ｅｒｔ－ブチル基、ペンチル基、ネオペンチル基、ヘキシル基、シクロへキシル基、オク
チル基等が、アリール基としては、フェニル基、トリル基、キシリル基、ナフチル基等が
挙げられる。
【００２３】
　また、Ｒ5，Ｒ6は、これらＲ5とＲ6が結合してこれらが結合する炭素原子と共に炭素数
３～１３の炭素環又は複素環を形成してもよく、更にこれらの基に炭素原子を有する場合
には、置換基として、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イ
ソブチル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、ペンチル基、ネオペンチル基、ヘキシル基等の炭素数
１～６のアルキル基、ビニル基、アリル基、プロペニル基、イソプロペニル基、ブテニル
基等の炭素数２～６のアルケニル基、メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、ブトキシ
基等の炭素数１～６のアルコキシ基を有してもよい。
【００２４】
　ここで、上記炭素数３～１３の炭素環又は複素環の例としては、下記に示すものが挙げ
られる。
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【化１１】

【００２５】
　また、置換基がついた例としては、下記に示すものが挙げられる。

【化１２】

（上記式中、Ｒ7，Ｒ8は上述した置換基として例示した基である。）
【００２６】
　Ｙは下記式
【化１３】

で示される基であり、Ｒ10は、エチレン基、プロピレン基、イソプロピレン基、ブチレン
基、イソブチレン基、ヘキシレン基等の炭素数２～６のアルキレン基であり、Ｒ11，Ｒ12

は、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｔｅ
ｒｔ－ブチル基、ペンチル基、ネオペンチル基等の炭素数１～６のアルキル基であり、Ｒ
11，Ｒ12はそれぞれ同一であっても異なっていてもよい。
　ｎは０～２の整数であり、好ましくは０又は１、特に０である。
【００２７】
　上記式（Ｉ）で示される化合物の製造方法は、下記一般式（ｉ）で示される２つ以上の
フェノール基を有する化合物と、アリル化合物又は下記一般式（ｉｉ）で示されるメタリ
ル化合物とを反応させて、アリル基又はメタリル基を有するフェノキシエーテル化合物を
合成した後、下記一般式（ｉｉｉ）で示されるヒドロシリル基を有するアルコキシシラン
を、白金触媒の存在下で反応させることにより調製できる。
【化１４】
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（式中、Ｒ1～Ｒ6，Ｒ11，Ｒ12，Ｒ’，ｎ，ｍは上記と同じであり、Ｘはヨウ素原子、塩
素原子、臭素原子等のハロゲン原子である。）
【００２８】
　一般式（ｉ）で示される２つ以上のフェノール基を有する化合物として、具体的には、
ビス（４－ヒドロキシフェニル）メタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）エタ
ン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン（通称、ビスフェノールＡ）、２
，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル
）オクタン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）フェニルメタン、１，１－ビス（４－ヒド
ロキシフェニル）－１－フェニルエタン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）ジフェニルメ
タン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル）プロパン、１，１－ビス（
４－ヒドロキシ－３－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）プロパン、２，２－ビス（３，５－ジ
メチル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３－フェ
ニルフェニル）プロパン、２，２－ビス（３－シクロヘキシル－４－ヒドロキシフェニル
）プロパン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３－ブロモフェニル）プロパン、２，２－
ビス（３，５－ジブロモ－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、１，１－ビス（４－ヒド
ロキシフェニル）シクロペンタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロヘキ
サン、２，２－ビス（４－ヒドロキシ－３－メトキシフェニル）プロパンなどが挙げられ
る。特に、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン（通称、ビスフェノールＡ
）や、側鎖にフルオレン構造を有するビスフェノール類として、下記一般式（ｉ’）で示
されるフルオレン化合物が好適に使用される。
【００２９】

【化１５】

（式中、Ｒ1，Ｒ2，Ｒ7，Ｒ8は上記と同じである。）
【００３０】
　上記式（ｉ’）で示されるフルオレン化合物として、具体的には、９，９－ビス（４－
ヒドロキシフェニル）フルオレン、９，９－ビス（４－ヒドロキシ－３－メチルフェニル
）フルオレン、９，９－ビス（４－ヒドロキシ－３－エチルフェニル）フルオレン等を挙
げることができる。
【００３１】
　ビスフェノールＡは、ポリカーボネート樹脂原料として安価に大量生産されている上、
ビスフェノールＡを使用した場合、耐熱性を損なうことなく耐衝撃性を高めることが可能
となる。
【００３２】
　本発明において用いられる前記一般式（Ｉ）で示される化合物は、まず、上記２つ以上
のフェノール基を有する化合物と、アリル基又はメタリル基を有するハロゲン類とを反応
させる。
【００３３】
　より具体的には、前記一般式（ｉ）で表される化合物と、アリルクロライド、アリルブ
ロマイド、アリルヨージドのようなアリル化合物や、メタリルクロライド、メタリルブロ
マイド、メタリルヨージドのような一般式（ｉｉ）で表されるメタリル化合物とを、アル
カリ金属水酸化物、アルカリ土類金属水酸化物、アルカリ金属アルコキサイド、アルカリ
土類金属アルコキサイド、アルカリ金属炭酸塩、アルカリ土類金属炭酸塩、アミン類のよ
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ることにより、アリル基又はメタリル基を有するフェノキシエーテル化合物を合成する。
式（ｉ）の化合物と、アリル化合物又は式（ｉｉ）の化合物の使用量は、式（ｉ）の化合
物１モルに対してアリル化合物又は式（ｉｉ）の化合物を２モル以上とすることが好まし
く、より好ましくは２～５モル、特に好ましくは２モル超～３モルである。反応は、室温
～約２００℃の範囲で行い得るが、好ましくは５０～１５０℃で行われる。通常、反応は
、１２０℃程度の温度下の場合、約３０分～１０時間程度で完了する。
【００３４】
　次いで、前記反応により得られた化合物と、一般式（ｉｉｉ）で示されるヒドロシラン
化合物とを、白金触媒の存在下に、必要に応じて、トルエン、テトラヒドロフラン等の反
応に不活性な溶媒中で、又は無溶媒で反応させることにより、一般式（Ｉ）で示される化
合物を合成することができる。
【００３５】
　一般式（ｉｉｉ）で示されるヒドロシラン化合物は、メトキシ基、エトキシ基、プロポ
キシ基、ブトキシ基、ペントキシ基等の炭素数１～６のアルコキシ基を１～３個有するヒ
ドロシラン化合物を用いることができる。一般式（ｉｉｉ）で示されるヒドロシラン化合
物として、より好ましくは、トリメトキシシラン、トリエトキシシランである。
【００３６】
　式（ｉ）の化合物とアリル化合物又は式（ｉｉ）の化合物との反応生成物と、式（ｉｉ
ｉ）の化合物の使用量は、式（ｉ）の化合物とアリル化合物又は式（ｉｉ）の化合物の反
応生成物１モルに対して式（ｉｉｉ）の化合物を２モル以上とすることが好ましく、より
好ましくは２モル超～５モルである。
　反応は、室温～約１５０℃の範囲で行い得るが、好ましくは２５～約１００℃で行われ
る。トリメトキシシランを用いる場合、反応は、常温～８０℃程度に加温することで、約
３０分～２時間程度で完了する。
【００３７】
〈２〉（Ａ－２）成分は、アルコキシシリル基を有するベンゾフェノン誘導体である反応
性紫外線吸収剤で、下記式（ＩＩ）で表される。

【化１６】

（式中、Ａ1～Ａ10は、水素原子、ヒドロキシ基、炭素数１～６のアルキル基、又はＯＹ
であり、Ａ1～Ａ10のうち少なくとも１つがＯＹである。Ｙは上述した通りである。）
【００３８】
　上記式中、Ａ1～Ａ10は、水素原子、ヒドロキシ基、メチル基、エチル基、プロピル基
、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、ペンチル基、ネオペ
ンチル基、ヘキシル基等の炭素数１～６のアルキル基、又はＯＹ（Ｙは上記の通りである
。）であり、Ａ1～Ａ10のうち少なくとも１つはＯＹである。
【００３９】
　このシランは、下記式（ｉｖ）
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【化１７】

で表される２つ以上のヒドロキシ基を有するベンゾフェノン（ｉｖ）と下記式（ｖ）
【化１８】

で表されるアリル化合物（ｖ）を反応させて、アリル基を有するベンゾフェノンを合成し
た後、下記式（ｖｉ）

【化１９】

で表されるヒドロキシ基を持つアルコキシシラン（ｖｉ）を、白金触媒の存在下で反応さ
せて得られる。
【００４０】
　一般式（ＩＩ）中のＡ1～Ａ10は、水素原子、ヒドロキシ基、炭素数１～６のアルキル
基、又はＯＹ基であり、Ａ1～Ａ10のうち少なくとも１つはＯＹ基である。
【００４１】
　一般式（ｉｖ）中のＲ21～Ｒ30は、水素原子、炭素数１～６のアルキル基、又はヒドロ
キシ基で、少なくとも２つのヒドロキシ基を有する。
【００４２】
　一般式（ｖ）中のＸ’は、ヨウ素原子、臭素原子、塩素原子等のハロゲン原子で、ｐは
１～５の正数を示す。
【００４３】
　一般式（ｖｉ）中のＲ31、Ｒ32は、炭素数１～６のアルキル基を示す。ｑは０～２の整
数を示す。
【００４４】
　本発明で用いられる一般式（ｉｖ）で表される２つ以上のヒドロキシ基を有するベンゾ
フェノンは、２つ以上のヒドロキシ基を有するフェノール類と、芳香族カルボン酸類との
反応により、ポリヒドロキシベンゾフェノン類として容易に製造することができる（例え
ば、特開平５－７０３９７号公報）。
【００４５】
　具体的には、４，４’－ジヒドロキシベンゾフェノン、２，４－ジヒドロキシベンゾフ
ェノン、２，３，４－トリヒドロキシベンゾフェノン、２，４，４’－トリヒドロキシベ
ンゾフェノン、２，２’，４－トリヒドロキシベンゾフェノン、２，２’，３，４－テト
ラヒドロキシベンゾフェノン、２，３，４，４’－テトラヒドロキシベンゾフェノン、２
，２’，４，４’－テトラヒドロキシベンゾフェノン、２，２’，３，４，４’－ペンタ
ヒドロキシベンゾフェノン、２，３－ジヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン、２，
２’－ジヒドロキシ－４－メトキシベンゾフェノン、２，４－ジヒドロキシ－４’－メト
キシベンゾフェノン、２，２’－ジヒドロキシ－３，４－ジメトキシベンゾフェノン、２
，３－ジヒドロキシ－４，４’－ジメトキシベンゾフェノン、２，２’－ジヒドロキシ－
４，４’－ジメトキシベンゾフェノン、４－メトキシ－２，２’，４’－トリヒドロキシ
ベンゾフェノン、４－メトキシ－２’，３’，４’－トリヒドロキシベンゾフェノン、４
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－ブトキシ－２，２’，４’－トリヒドロキシベンゾフェノン、３，４－ジメトキシ－２
，２’，４’－トリヒドロキシベンゾフェノン等が挙げられる。
【００４６】
　本発明において用いられる、前記一般式（ＩＩ）で表される化合物は、このポリヒドロ
キシベンゾフェノン類と、アリル基を有するハロゲン類との反応により、製造することが
できる。
【００４７】
　より具体的には、前記一般式（ｉｖ）で表される化合物と、アリルクロライドやアリル
ブロマイド、アリルヨージドのような一般式（ｖ）で表されるアリル化合物とを、アルカ
リ金属水酸化物、アルカリ土類金属水酸化物、アルカリ金属アルコキサイド、アルカリ土
類金属アルコキサイド、アルカリ金属炭酸塩、アルカリ土類金属炭酸塩、アミン類のよう
な塩基の存在下に、ケトン、エステル、エーテル等の反応に不活性な溶媒中で反応させる
ことにより合成することができる。式（ｉｖ）のベンゾフェノンと、式（ｖ）のアリル化
合物の使用量は、式（ｉｖ）のベンゾフェノン１モルに対して、式（ｖ）のアリル化合物
が好ましくは１～１．５モル、より好ましくは１～１．２モルとなる量である。反応は、
通常室温～約２００℃の範囲で行い得るが、好ましくは、５０～１５０℃で行われる。通
常、反応は、１２０℃程度の温度下の場合、約３０分～１０時間程度で完了する。
【００４８】
　一般式（ＩＩ）で表される化合物は、上記で得られた化合物と一般式（ｖｉ）で表され
るヒドロシラン化合物とを、上記で得られた化合物１モルに対して式（ｖｉ）の化合物が
好ましくは１～２モル、より好ましくは１モルを超え１．９モル以下となる量で、白金触
媒の存在下に、必要に応じて、トルエン、テトラヒドロフラン等の反応に不活性な溶媒中
で、又は無溶媒で反応させることにより合成することができる。
【００４９】
　ヒドロシラン化合物は、式（ｖｉ）で表されるメトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基
、ブトキシ基、ペントキシ基等のアルコキシ基を１～３個有するヒドロシラン化合物を用
いることができる。より好ましくは、トリメトキシシラン、トリエトキシシランである。
【００５０】
　反応は、室温～約２００℃の範囲で行い得るが、好ましくは、２５～約１００℃で行わ
れる。トリメトキシシランを用いる場合、反応は、常温～６０℃程度に加温することで、
約３０分～２時間程度で完了する。得られる反応物は、一般式（ＩＩ）で表される。
【００５１】
　（Ａ－１）成分及び（Ａ－２）成分のシラン共加水分解物は、分子内にビスフェノール
系とベンゾフェノン系の骨格を持ち、これが基材への密着性と紫外線の吸収に寄与する。
また、分子端のアルコキシ基は加水分解して反応性の高いシラノールを生じ、これが縮合
重合することによって自身で高分子化、あるいは他のバインダー成分と結合することがで
きる。なお、このシランはアルコキシ基の一部が加水分解し、シラノールが縮合重合した
オリゴマーの形態でも存在しうる。
【００５２】
　（Ａ）成分の共加水分解は後述する条件下で行われ、この場合、更に、その他の加水分
解性ケイ素化合物として、全シラン化合物に対して１０モル％以下の量、特に配合する場
合は０．１～１０モル％の量の下記式（ＩＩＩ）で示されるシラン化合物を用いることが
できるが、１０モル％を超えると所定の透明性、密着性、紫外線遮蔽性が十分に得られな
いことがある。
【００５３】
　Ｂ1

aＢ
2
bＳｉ（Ｂ3）4-a-b　　　　　　　　（ＩＩＩ）

（式中、Ｂ1は独立に炭素数１～１０のアルキル基を表し、Ｂ2はアリール基、ハロゲン化
アルキル基、ハロゲン化アリール基、アルケニル基、エポキシ基、（メタ）アクリロイル
基、メルカプト基、アミノ基、ウレイド基、シアノ基及びイソシアナト基からなる群より
選ばれる１以上の有機基を含む官能基を表し、Ｂ3は炭素数１～１０のアルコキシ基、ア
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ルケニロキシ基、アシロキシ基又はアルコキシアルコキシ基を表し、ａ，ｂはおのおの０
、１及び２のいずれかの整数であり、好ましくは０又は１であり、ａ＋ｂは０、１及び２
のいずれかの整数であり、好ましくは０又は１であり、特に好ましくは１である。）
【００５４】
　上記式（ＩＩＩ）で示されるアルコキシシランとしては、例えばテトラメトキシシラン
、テトラエトキシシラン、テトラｎ－プロポキシシラン、テトライソプロポキシシラン、
テトラｎ－ブトキシシラン、テトライソブトキシシラン、メチルトリメトキシラン、メチ
ルトリエトキシシラン、エチルトリメトキシシラン、イソブチルトリメトキシシラン、パ
ーフルオロメチルエチルトリメトキシシラン、パーフルオロエチルエチルトリメトキシシ
ラン、パーフルオロヘキシルエチルトリメトキシシラン、パーフルオロオクチルエチルト
リメトキシシラン、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシラン、γ－メタク
リロキシプロピルトリメトキシシラン、γ－アクリロキシプロピルトリメトキシシラン、
β－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシラン、γ－グリシドキシ
プロピルトリメトキシシラン、γ－アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－β－（アミ
ノエチル）－γ－アミノプロピルトリエトキシシラン、γ－メタクリロキシプロピルメチ
ルジメトキシシラン、γ－アクリロキシプロピルメチルジメトキシシラン、γ－グリシド
キシプロピルメチルジメトキシシラン、γ－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、γ
－ウレイドプロピルトリメトキシシラン、γ－ウレイドプロピルトリエトキシシラン、γ
－イソシアナトプロピルトリメトキシシラン、γ－イソシアナトプロピルトリエトキシシ
ラン、フェニルトリエトキシシラン、フェニルトリメトキシシラン等が挙げられる。これ
らは１種単独でも、２種以上を混合して使用してもよく、あらかじめ部分的に加水分解を
施しておいたものを使用してもかまわない。
【００５５】
［（Ｂ）成分］
　（Ｂ）成分のケイ素酸化物のコロイド粒子は、二酸化ケイ素の微粒子で、コロイダルシ
リカともいう。コーティング用組成物からなる被膜に耐擦傷性を付与するために含有させ
るもので、安定性、分散性といった観点から、これらのコロイド粒子を分散媒中に分散さ
せたものが用いられる。特に、水、アルコール等の極性溶剤中に分散された状態（酸化物
ゾル）で使用するのが好ましい。
【００５６】
　ここで、（Ａ－１）成分及び（Ａ－２）成分のアルコキシシリル基を有する化合物原料
を加水分解・縮合した（Ａ）成分は、（Ｂ）成分のコロイダルシリカを加えることによっ
て調製するのが好ましい。これは、（Ｂ）成分共存下で（Ａ）成分を加水分解することを
意味し、これによって透明性が向上する。つまり、本発明のコーティング用組成物の調製
条件としては、（Ａ）成分の加水分解縮合物を合成するとき、コロイダルシリカが一体と
なるように制御された条件で合成することが好ましい。コロイダルシリカが分離して凝集
すると、透明性や硬度の発現が不十分で、耐擦傷性が不十分となる懸念がある。（Ａ）成
分の原料を、コロイダルシリカの金属－ＯＨ基と共存下に加水分解させ、（Ａ）成分の加
水分解縮合物を得ることにより、容易に無機－有機ハイブリッド体を形成することが可能
となる。そして、そのようにして得られた硬化被膜は、均質で実質的に無色透明で、耐擦
傷性、耐熱性、耐候性、耐熱性、耐酸性など諸特性に優れた膜となる。
【００５７】
　コロイダルシリカについては、直径５～２００ｎｍ、好ましくは５～４０ｎｍのシリカ
微粒子が水又は有機溶媒中にコロイド状に分散されたものが好適に利用できる。なお、本
発明において、粒径はレーザー散乱式粒子径分布測定装置により測定した値である。中で
も酸性水溶液分散型コロイダルシリカが、（Ａ）成分のアルコキシシラン加水分解縮合物
との反応を考慮した場合、容易に結合できるＳｉＯＨ表面状態を有しているため最も適し
ている。（Ａ）成分の製造を、（Ｂ）成分を（Ａ）成分の原料に加えることによって調製
する場合、この方法は、酸性あるいはアルカリ性の水分散の二酸化ケイ素ゾルを使用する
場合に効率のよい製造方法であり、本発明では、特に酸性水分散二酸化ケイ素ゾルを用い
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ることが好ましい。
【００５８】
　かかるコロイダルシリカの具体例としては、市販品を挙げることができ、日産化学工業
（株）製のスノーテックスＯ、触媒化成工業（株）製のカタロイドＳＮ、日本化学工業（
株）製のシリカドール３０Ａなどが挙げられる。また、アルカリ性コロイダルシリカに種
々の有機酸、無機酸を添加することにより、ｐＨを３～５のコロイダルシリカ酸性準安定
域に安定化させ、その表面をＳｉＯＨ型としたものも同様に使用できる。
【００５９】
　有機溶媒分散型としては、具体的に、日産化学工業（株）製のＰＭＡ－ＳＴ、ＩＰＡ－
ＳＴ、ＮＢＡ－ＳＴ、ＩＢＡ－ＳＴ、ＥＧ－ＳＴ、ＸＢＡ－ＳＴ、ＮＰＣ－ＳＴ、ＤＭＡ
Ｃ－ＳＴ、触媒化成工業（株）製のＯＳＣＡＬ１１３２、ＯＳＣＡＬ１２３２、ＯＳＣＡ
Ｌ１３３２、ＯＳＣＡＬ１４３２、ＯＳＣＡＬ１５３２、ＯＳＣＡＬ１６３２、ＯＳＣＡ
Ｌ１７３２等が挙げられる。
【００６０】
　（Ｂ）成分は、塗膜に硬度・耐摩耗性を与える充填剤の役割と、粒子表面でバインダー
として（Ａ）成分中のシラノール基と結合を形成するため、架橋剤としての役割を果たす
と考えられている。即ち、粒子表面は水酸基（Ｓｉ－ＯＨ）が存在しており、（Ａ）成分
との間で結合生成（Ｓｉ－Ｏ－Ｓｉ）が可能である。粒子の分散安定性を増す目的でシラ
ンカップリング剤やテトラエトキシシラン等のテトラアルコキシシラン、チタンカップリ
ング剤、カルボキシル基含有有機ポリマー等で一部処理・被覆されたものを用いてもよい
。
【００６１】
　また、加水分解触媒を使用してもよい。加水分解触媒としては、従来公知の触媒を使用
することができ、特に酸性のハロゲン化水素、カルボン酸、スルホン酸、酸性あるいは弱
酸性の酸化物や無機塩、イオン交換樹脂等の固体酸等を使用することができる。これらの
例としては、酢酸、マレイン酸に代表される有機酸、表面にスルホン酸基、又はカルボン
酸基を有するカチオン交換樹脂等を好適に用いることができる。加水分解触媒の量は、全
加水分解性基１モルに対して０．０１～１０モル％が好ましい。また、加水分解は弱酸性
条件下で加水分解することが好ましく、特にｐＨが１～７の範囲で反応させることが好ま
しい。加水分解を弱酸性下で行わない場合は生成するシラノール基が不安定となり、縮合
反応が進み、凝集して析出し、透明性を損なうことがある。加水分解は５～５０℃で行う
ことが好ましく、加水分解時間は、通常１０分～１０時間である。
【００６２】
　加水分解のための水量の上限に制限はないが、（Ａ）成分のアルコキシシリル基１モル
に対して通常１０モル以下、特には５モル以下である。アルコキシシリル基１モルに対し
て水の添加量を１～１０モル、好ましくは１～５モル、最も好ましくは１．０１～３モル
とすることにより達成される。
【００６３】
　水の添加量が不足する場合、末端がＳｉＯＨとなり得ず、アルコキシシリル基が残存し
てしまい、硬度の面で目的を十分に達成することができない可能性がある。一方、水の添
加量が多過ぎる場合、得られた系が不安定化してしまう問題や、塗膜形成時の各種問題（
白化、泡、不均質など）が生ずる懸念があるため好ましくない。上述した水とは、系に添
加されるすべての水分に言及される。即ち、添加される水分散コロイダルシリカ、加水分
解触媒、有機ポリマーなどに含まれる水分を含めた総和である。
【００６４】
　加水分解に使用する水には、極性有機溶剤を加えることが好ましく、極性溶剤としては
、メタノール、エタノール、プロパノール、イソプロパノール、ブタノール、イソブタノ
ール、ｔ－ブタノール、ジアセトンアルコール等のアルコール類、エチレングリコール、
モノエチレングリコールモノエーテル、プロピレングリコール、プロピレングリコールモ
ノエーテル等が例示される。
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【００６５】
　トップ膜としての高硬度を得るには、前記の加水分解に続いて、縮合させることが必要
である。縮合は、加水分解に続いて連続的に行えばよく、通常、液温が常温又は１００℃
以下の加熱下で行われる。１００℃より高い温度ではゲル化する場合がある。更に、８０
℃以上、常圧又は減圧下にて、加水分解で生成したアルコールを留去することにより、縮
合を促進させることができる。更に、縮合を促進させる目的で、塩基性化合物、酸性化合
物、金属キレート化合物などの縮合触媒を添加してもよい。縮合工程の前又は最中に、縮
合の進行度及び濃度を調整する目的で有機溶剤を添加してもよく、また二酸化ケイ素ゾル
などのシリカ微粒子を水もしくは有機溶剤中に分散させたものを添加してもよい。一般的
にシリコーン化合物は縮合が進行すると共に、高分子量化し、水や生成アルコールへの溶
解性が低下していくため、添加する有機溶剤としては、生成物をよく溶解し、沸点が８０
℃以上の比較的極性の高い有機溶剤が好ましい。
【００６６】
　このような有機溶剤の具体例としてはイソプロピルアルコール、ｎ－ブタノール、イソ
ブタノール、ｔ－ブタノール、ジアセトンアルコール等のアルコール類；メチルプロピル
ケトン、ジエチルケトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン、ジアセトンアル
コール等のケトン類；ジプロピルエーテル、ジブチルエーテル、アニソール、ジオキサン
、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチレングリコールモノブチルエーテル、プ
ロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセ
テート等のエーテル類；酢酸プロピル、酢酸ブチル、酢酸シクロヘキシル等のエステル類
等を挙げることができる。
【００６７】
　この縮合により得られた生成物のＧＰＣ分析におけるポリスチレン換算数平均分子量は
、５００～５０，０００であることがより好ましく、１，０００～２０，０００であるこ
とが更に好ましい。分子量がこの範囲より低いと、塗膜の靱性が低く、クラックが発生し
やすくなる傾向があり、一方、分子量が高すぎると、硬度が低くなる傾向があり、また塗
膜中の樹脂が相分離するために塗膜白化を引き起こす場合がある。
【００６８】
　本発明のコーティング用組成物における（Ａ）成分と（Ｂ）成分の使用割合は、組成物
の安定性、得られる硬化膜の透明性、耐摩耗性、耐擦傷性、密着性及び耐クラック性の点
から設計され、（Ａ）及び（Ｂ）成分の固形分合計量に対して（Ａ）成分の固形分が３０
～９５質量％、好ましくは５０～９０質量％、（Ｂ）成分の固形分が５～７０質量％、好
ましくは１０～５０質量％で、実質的に末端がＳｉＯＨ型であるオルガノシロキサンのコ
ーティング用組成物が適している。配合量としては、固形分として、（Ａ）成分１００質
量部に対して、（Ｂ）成分５～３００質量部、特に５～１００質量部が好ましい。（Ａ）
成分中の（Ａ－１）、（Ａ－２）成分の割合は、質量比で（Ａ－1）／（Ａ－２）＝１０
／９０～９０／１０となる量であることが好ましい。（Ａ－１）の量が少なすぎると基材
への密着性が低下することがあり、多すぎると紫外線遮蔽能が不十分となることがある。
　
【００６９】
　末端をＳｉＯＨ型とすることにより、当該オルガノシロキサン樹脂組成物は被塗物表面
に塗布され、加熱するだけで脱水縮合し、シロキサン結合を形成することができる。この
時、末端が≡ＳｉＯＲ（Ｒはアルキル基である。）で残っている場合は、塗布後、加水分
解をする必要があり、環境の水分の影響を受けやすく、場合によっては触媒の添加が必要
であったりするため適当ではない。本発明のコーティング用組成物において、（Ａ）成分
として用いられるアルコキシシラン加水分解縮合物は、アルコキシシランの加水分解によ
り発生する≡ＳｉＯＨにより、硬度、擦傷性が出やすいことがわかっている。このため、
合成条件にて水の量を制御して製造することが、高硬度、高耐擦傷性、高耐摩耗性の発現
に重要である。
【００７０】
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　（Ｂ）成分のコロイダルシリカ以外のコロイドゾルは、種々の機能性付与、例えば、紫
外線光の吸収、導電性、光触媒活性、屈折率制御の目的で添加してもよい。具体的には、
マグネシウム酸化物、珪素酸化物とマグネシウム酸化物との共酸化物、カルシウム酸化物
、バリウム酸化物、ホウ素酸化物、アルミニウム酸化物、インジウム酸化物、ゲルマニウ
ム酸化物、錫酸化物、亜鉛酸化物、チタン酸化物、ジルコニウム酸化物、セシウム酸化物
、インジウム錫酸化物、及び錫アンチモン酸化物のコロイドゾルを１種単独であるいは２
種以上の混合物として用いたり、表面をシリカやアルミナなどで被覆しても良い。これら
の金属コロイドゾルの粒子径は、透明性を維持するために、５～１，０００ｎｍであるこ
とが好ましい。
【００７１】
　［（Ｃ）成分］
　反応性シリル基含有アクリル樹脂は、密着促進剤としての性質を持ち、これを含有した
コーティング用組成物を用いることにより、プライマー処理無しにレンズ基材へ密着性の
優れたハードコート層を形成することが可能になる。
【００７２】
　このポリマーは、次の（イ）紫外線吸収性アクリルモノマーと、（ロ）アルコキシシリ
ル基含有アクリルモノマーと、（ハ）それ以外のアクリルモノマーを共重合して得られる
アクリル樹脂から形成された反応性シリル基と紫外線吸収性基を含有するアクリルポリマ
ーである。
【００７３】
　ここで、（イ）紫外線吸収性アクリルモノマーとしては、分子内に紫外線吸収基とアク
リル基あるいはメタクリル基とをそれぞれ少なくとも１つ有する化合物であれば、特に制
限はない。このような化合物として、例えば、下記一般式（ＩＶ）で表されるベンゾトリ
アゾール系化合物、及び一般式（Ｖ）で表されるベンゾフェノン系化合物を挙げることが
できる。
【化２０】

（式中、Ｚは水素原子又は塩素原子を示す。Ｒ41は水素原子、メチル基、又は炭素数４～
８の第三級アルキル基を示す。Ｒ42は直鎖状又は分岐鎖状の炭素数２～１０のアルキレン
基を示す。Ｒ43は水素原子又はメチル基を示す。ｒは０又は１を示す。）
【００７４】

【化２１】

（式中、Ｒ43は上記と同じ意味を示す。Ｒ44は置換又は非置換の直鎖状又は分岐鎖状の炭
素数２～１０のアルキレン基を示す。Ｒ45は水素原子又は水酸基を示す。Ｒ46は水素原子
、水酸基、又は炭素数１～６のアルコキシ基を示す。）
【００７５】
　上記一般式（ＩＶ）で表されるベンゾトリアゾール系化合物の具体例としては、例えば
、２－（２’－ヒドロキシ－５’－（メタ）アクリロキシフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリ
アゾール、２－（２’－ヒドロキシ－３’－ｔｅｒｔ－ブチル－５’－（メタ）アクリロ
キシメチルフェニル）－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－［２’－ヒドロキシ－５’－（
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２－（メタ）アクリロキシエチル）フェニル］－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－［２’
－ヒドロキシ－３’－ｔｅｒｔ－ブチル－５’－（２－（メタ）アクリロキシエチル）フ
ェニル］－５－クロロ－２Ｈ－ベンゾトリアゾール、２－［２’－ヒドロキシ－３’－メ
チル－５’－（８－（メタ）アクリロキシオクチル）フェニル］－２Ｈ－ベンゾトリアゾ
ール等を挙げることができる。
【００７６】
　上記一般式（Ｖ）で表されるベンゾフェノン系化合物の具体例としては、例えば、２－
ヒドロキシ－４－（２－（メタ）アクリロキシエトキシ）ベンゾフェノン、２－ヒドロキ
シ－４－（４－（メタ）アクリロキシブトキシ）ベンゾフェノン、２，２’－ジヒドロキ
シ－４－（２－（メタ）アクリロキシエトキシ）ベンゾフェノン、２，４－ジヒドロキシ
－４’－（２－（メタ）アクリロキシエトキシ）ベンゾフェノン、２，２’，４－トリヒ
ドロキシ－４’－（２－（メタ）アクリロキシエトキシ）ベンゾフェノン、２－ヒドロキ
シ－４－（３－（メタ）アクリロキシ－２－ヒドロキシプロポキシ）ベンゾフェノン、２
－ヒドロキシ－４－（３－（メタ）アクリロキシ－１－ヒドロキシプロポキシ）ベンゾフ
ェノン等を挙げることができる。
【００７７】
　とりわけ、式（ＩＶ）で表されるベンゾトリアゾール系化合物が好ましく、なかでも２
－［２’－ヒドロキシ－５’－（２－（メタ）アクリロキシエチル）フェニル］－２Ｈ－
ベンゾトリアゾールが好適に使用される。
【００７８】
　（ロ）アルコキシシリル基含有アクリルモノマーとしては、アルコキシシリル基と、ア
クリル基あるいはメタクリル基とを含む一価の炭化水素基からなる化合物で、アクリル基
あるいはメタクリル基を含む一価の炭化水素基としては、３－アクリロキシプロピル基、
３－メタクリロキシプロピル基等が、原料入手と合成の容易さから推奨され、アルコキシ
シリル基としては、トリアルコキシシリル基、ジアルコキシシリル基、モノアルコキシシ
リル基である。加水分解性基の数は１～３の整数から選ばれ、短時間の内に網状構造を形
成させる意味から２又は３であることが好ましく、３であることが特に好ましい。
【００７９】
　これら（ロ）成分の具体例としては、３－アクリロキシプロピルトリメトキシシラン、
３－アクリロキシプロピルトリエトキシシラン、３－アクリロキシプロピルトリス（エト
キシエトキシ）シラン、３－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン、３－メタクリ
ロキシプロピルトリエトキシシラン、３－メタクリロキシプロピルトリス（エトキシエト
キシ）シランなどが挙げられる。
【００８０】
　本発明で使用する（ハ）それ以外のアクリルモノマーで具体的な例としては、メチルア
クリレート、メチルメタクリレート、エチルアクリレート、エチルメタクリレート、プロ
ピルアクリレート、プロピルメタクリレート、ブチルアクリレート、ブチルメタクリレー
ト、ヘキシルアクリレート、ヘキシルメタクリレート、２－エチルヘキシルアクリレート
、２－エチルヘキシルメタクリレートのようなアルキル（メタ）アクリレート、グリシジ
ルメタクリレートのようなエポキシ官能性（メタ）アクリレート等を挙げることができる
。
【００８１】
　本発明で使用する反応性シリル基含有アクリル樹脂は、（イ）、（ロ）及び（ハ）成分
を有機溶剤及び遊離基開始剤の存在下で、室温から溶剤の還流温度までの温度、好ましく
は５０～１５０℃の温度で反応させることにより得られる。用いる溶剤の種類と量は、以
下に記載する（Ｅ）成分の有機溶剤と同じで良い。
【００８２】
　遊離基開始剤としては、アゾ化合物又は有機過酸化物が使用でき、具体的にはアゾビス
イソブチロニトリル、ｔ－ブチルハイドロパーオキサイド、クメンハイドロパーオキサイ
ド、ジ－ｔ－ブチルパーオキサイド、ジクミルパーオキサイド、ベンゾイルパーオキサイ
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ド、ｔ－ブチルパーベンゾエート、アセトンパーオキサイド等が例示される。遊離基開始
剤の量は特に限定されないが、（イ）、（ロ）、（ハ）成分の合計量に対して、０．０１
～１質量％程度が適当である。
【００８３】
　また、この重合を行う際に、ｎ－プロパンチオール、１－ヘキサンチオール、１－デカ
ンチオール、ベンゼンチオール、３－メルカプトプロピルトリメトキシラン又は３－メル
カプトプロピルトリエトキシシランのような連鎖移動剤を用いて分子量をコントロールす
ることもできる。
【００８４】
　共重合体中の（イ）成分と（ロ）成分の含有量は、（イ）成分、（ロ）成分共に１～３
０質量％であることが好ましい。（イ）成分の使用量が、この範囲より少ないと紫外線遮
蔽性が低下するため好ましくなく、逆にこの範囲より多いと密着性が悪くなるため好まし
くない。（ロ）成分の使用量が、この範囲より少ないと密着性が低下するため好ましくな
く、逆にこの範囲より多いと膜が脆くなるため好ましくない。
【００８５】
　コーティング用組成物における（Ｃ）成分の含有量は、組成物中固形分として、１～５
０質量％であるのが好ましく、２～３０質量％であるのがより好ましい。含有量が１質量
％未満の場合は、十分な密着性を有するハードコート層を形成できない場合がある。５０
質量％を超えると、硬度低下が目立つようになり耐擦傷性が悪くなる場合がある。
【００８６】
［（Ｄ）成分］
　（Ｄ）成分は、硬化触媒で、シラノール基、アルコキシ基等の縮合可能基が縮合する反
応を促進する触媒であり、アルコキシシリル基と反応して膜を硬化させる触媒で、アルミ
ニウム触媒が適用できる。
【００８７】
　本発明の硬化触媒としては、例えば、トリス（アセチルアセトナート）アルミニウム、
ジイソプロポキシ（エチルアセトアセテート）アルミニウムなどのアルミニウムアセチル
アセトネート類、アルミニウムアセテート類、アルミニウムパークロレート類等のアルミ
ニウム化合物が挙げられる。これらのなかでもトリス（アセチルアセトナート）アルミニ
ウムを好適に利用できる。
【００８８】
　（Ｄ）成分の配合量は、（Ａ）～（Ｃ）成分を硬化させるのに有効な量であればよく、
特に限定されるものではないが、具体的には、組成成分の固形分に対し、０．０００１～
３０質量％であることが好ましく、より好ましくは０．００１～１０質量％である。０．
０００１質量％未満であると硬化が不十分となり、硬度が低下する場合があり、３０質量
％より多いと塗膜にクラックが発生しやすくなる場合や、耐水性が低下する場合、著しく
使用可能時間を短くしてしまい、現実的でない場合がある。
【００８９】
［（Ｅ）成分］
　本発明のコーティング用組成物の（Ｅ）成分は有機溶剤であり、基材となるポリカーボ
ネート樹脂等のプラスチック基材を溶解させず、組成物成分を溶解し、（Ａ），（Ｂ）成
分の加水分解溶剤と（Ｃ）成分に任意に相溶するものが必要である。極性の高い有機溶剤
が主溶剤であることが好ましく、特にアルコールとエーテル、アルコールとケトン、アル
コールとエステル、エーテルとエステル等の２官能以上を持つものが望ましい。こうした
有機溶剤の具体例としては、アルコールとエーテルの化合物として、エチレングリコール
モノエチルエーテル、エチレングリコールモノブチルエーテル、プロピレングリコールモ
ノメチルエーテル等が挙げられ、アルコールとケトンの化合物としてジアセトンアルコー
ル等、アルコールとエーテルとエステルの化合物として、エチレングリコールモノエチル
エーテルアセテート等、エーテルとエステルの化合物として、エチレングリコールモノエ
チルエーテルアセテート、エチレングリコールモノブチルエーテルアセテート、プロピレ
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ングリコールモノメチルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノエチルエーテル
アセテート等を挙げることができ、これらからなる群より選ばれた１種もしくは２種以上
の混合物を使用することができる。
【００９０】
　溶剤の添加量としては、本発明の組成物の固形分濃度を１～５０質量％、特に５～３５
質量％とする量を用いることが好ましい。この範囲外では該組成物を塗布、硬化した塗膜
に不具合が生じることがある。上記範囲未満の濃度では塗膜にタレ、ヨリ、マダラが発生
し易くなり、所望の硬度、耐擦傷性が得られない場合がある。また上記範囲を超える濃度
では、塗膜の白化やクラックが生じ易くなるおそれがある。
【００９１】
［その他の成分］
　本発明のコーティング用組成物には、上記以外に、染色性能を向上させるために染色性
付与剤を含有させることができる。この他、コーティング用組成物の分散性を高め、レン
ズ基材への塗布時に平滑性を向上させてぬれ性を良くするために界面活性剤を含有させた
り、硬化反応を促進し、低温硬化を可能にさせるために硬化触媒を含有させたり、耐候性
や耐熱性を向上させるために酸化防止剤を含有させたりすることも可能である。
【００９２】
　本発明のコーティング用組成物の粘度は、２～３００ｍｍ2／ｓであることが好ましく
、より好ましくは５～１００ｍｍ2／ｓである。この範囲であると、種々の塗布方法にお
いて均一な透明膜により塗工し易くなる。粘度の測定方法は後述する通りである。
【００９３】
（２）膜の形成方法
　このようにして得られたコーティング用組成物の塗布方法としては、通常の塗布方法で
基材にコーティングすることができ、例えば、刷毛塗り、スプレー、浸漬、フローコート
、ロールコート、カーテンコート、スピンコート、ナイフコート等の各種塗布方法を選択
することができる。この場合、本発明のコーティング用組成物は、プラスチック基材に対
し、必ずしもプライマー処理することなく、直接コーティングすることができる。
【００９４】
　ここで用いられる基材としては、プラスチック成形体が挙げられ、各種プラスチック材
料（有機樹脂基材）に好適に使用され、ポリカーボネート、ポリスチレン、アクリル樹脂
、ＡＢＳ樹脂、塩化ビニル樹脂等が好ましく、特に機械的強度の高いポリカーボネート樹
脂等が最適に用いられる。ポリカーボネート樹脂は、分子の主鎖にカーボネート結合（－
Ｏ－ＣＯＯ－）を有する高分子化合物であり、熱可塑性で優れた耐衝撃性を持つ樹脂であ
る。この優れた耐衝撃性を持つ樹脂をレンズ基材に用いることにより、衝撃吸収層の役割
を果たすプライマー層を省いてハードコート層を設けても、実用に十分耐えうる耐衝撃性
を有するレンズとすることを可能にしている。
【００９５】
　本発明の組成物の硬化は、空気中に放置して風乾させてもよいし、加熱してもよい。硬
化温度、硬化時間は限定されるものではないが、基材の耐熱温度以下で１０分～２時間加
熱するのが好ましい。具体的には６０～１３５℃で３０分～２時間加熱するのがより好ま
しい。ポリカーボネート樹脂を基材とした場合は、８０～１３０℃で加熱するのがより好
ましい。
【００９６】
　塗膜の厚みは特に制限はなく、０．０１～１，０００μｍ、特に０．５～２００μｍで
あればよいが、塗膜の硬さ、耐擦傷性、長期的に安定な密着性、及びクラックが発生しな
いことを満たすためには、１～１００μｍが好ましい。なお、以上の操作を繰り返し、重
ね塗りを行っても良い。とりわけ、厚みは、プラスチック基材を紫外線から保護するため
に重要で、２～５０μｍが好ましい。０．０１μｍ未満では、紫外線遮蔽性が十分でない
場合や硬さが十分でない場合があり、また、１，０００μｍを超えると発泡が起こりやす
く透明性が十分でない場合や、クラックが起こりやすくなる場合がある。
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【実施例】
【００９７】
　次に、実施例及び比較例を挙げて本発明をより具体的に説明するが、これにより本発明
が限定されるものではない。以下に、（Ａ）成分の原料シランの合成例、（Ｃ）成分のア
クリル樹脂の製造例、組成物による実施例、及びその評価を示す。なお、粘度は２５℃に
てキャノンフェンスケ型粘度計により流下時間を測定し、動粘度として算出した値、又は
回転粘度計（Ｂ型）による値であり、屈折率はアタゴ社製屈折率計ＲＸ７０００Ｘにより
測定した２５℃での値である。
【００９８】
（１）（Ａ）成分の原料シランの合成例
　［合成例１］　ビスフェノール基含有シランの合成
　窒素導入管、撹拌機、コンデンサー及び温度計を備えたフラスコに、２，２’－ビス（
４－ヒドロキシフェニル）プロパン９２．６ｇ（０．４０６モル）とメチルイソブチルケ
トン（ＭＩＢＫと略記）５００ｇを入れ、撹拌することで溶解させた。これに、アリルブ
ロマイド１００ｇ（０．８２モル）と無水炭酸カリウム１３８ｇ（１モル）を加え、オイ
ルバスにより１１０℃で５時間加熱しながら激しく撹拌した。
　生成した臭化カリウムの塩をろ過により除いた。この反応溶液から減圧ストリップによ
りＭＩＢＫを除いたところ、約９０ｇの２，２’－ビス（４－アリロキシフェニル）プロ
パンの透明オイルを得た。これに、トルエンを加え、水洗した後、再度減圧ストリップす
ることで８３．９ｇ（０．２７２モル）の無色透明オイル状の２，２’－ビス（４－アリ
ロキシフェニル）プロパンを得た（収率６７％、粘度４８．８ｍｍ2／ｓ、屈折率１．５
６２９（波長５８９ｎｍ））。
【００９９】
　得られた２，２’－ビス（４－アリロキシフェニル）プロパン３０．８ｇ（０．１モル
）を７０ｍｌのトルエン中に溶解した。これに白金触媒・塩化白金酸とテトラメチルジビ
ニルジシロキサン反応物（１質量％白金含有量のトルエン溶液）を２滴加え、温度６０℃
でトリメトキシシラン２６ｇ（０．２１モル）を滴下した。
　温度を６５℃で２時間保ち、しかる後に反応混合物を冷却した。ワコーゲルＣ－１００
の５ｇを加え、白金触媒を吸着濾過して除去した後、溶剤を減圧ストリップにより除き、
無色透明のオイル状物５３ｇ（０．０９６モル）を得た（粘度１９８ｍＰａ・ｓ、屈折率
１．５１４５（５８９ｎｍ））。ＮＭＲスペクトルは２，２’－ビス（４－トリメトキシ
シリルプロポキシフェニル）プロパンの構造と一致した。収率は９６％であった。このシ
ランは、ビスフェノール－シランと略記する。
【０１００】
　［合成例２］　ＵＶ吸収基含有シランの合成
　４－アリロキシ－２－ヒドロキシベンゾフェノン（２５．４ｇ、０．１モル、アルドリ
ッチ社製）を７０ｍｌのトルエン中に懸濁した。温度を６０℃に上げて溶解させ、これに
白金触媒・塩化白金酸とテトラメチルジビニルジシロキサン反応物（１質量％白金含有量
のトルエン溶液）を２滴加え、温度６５℃でトリメトキシシラン（２９．３ｇ、０．２４
モル）を滴下で加えた。
　温度を約６５～８５℃に約１～２時間保ち、しかる後に反応混合物を冷却し、ワコーゲ
ルＣ－１００の５ｇを加え、白金触媒を吸着させた後、濾過し、溶剤を減圧ストリップに
より除き、赤色のオイル状物３４．８ｇ（０．０９２モル）を得た。主成物のＮＭＲスペ
クトルは２－ヒドロキシ－４－トリメトキシシリルプロポキシベンゾフェノンの構造と一
致した。収率は９２％であった。このシランは、ＵＶ吸収－シランと略記する。
【０１０１】
（２）（Ｃ）成分のアクリル樹脂の製造例
　［合成例３］
　撹拌機、コンデンサー及び温度計を備えた２リットルフラスコに溶剤としてジアセトン
アルコール２４８ｇを仕込み、窒素気流下にて８０℃に加熱した。
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　ここに予め調製しておいたモノマー混合溶液（２－［２’－ヒドロキシ－５’－（２－
メタクリロキシエチル）フェニル］－２Ｈ－ベンゾトリアゾール（ＲＵＶＡモノマーと略
記、大塚化学（株）製）７２ｇ、γ－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン（ＫＢ
Ｍ－５０３と略記、信越化学工業（株）製）８０ｇ、メチルメタクリレート（ＭＭＡと略
記）２７０ｇ、ジアセトンアルコール（ＤＡＡと略記）６００ｇ）のうち４００ｇ及び予
め調製しておいた重合開始剤としてのＶ－５９（２，２’－アゾビス（２－メチルブチロ
ニトリル））３ｇをジアセトンアルコール２００ｇに溶解した溶液のうち１５０ｇを順次
投入した。
　８０℃で３０分反応させた後、残りのモノマー混合溶液と残りの重合開始剤溶液を同時
に８０～９０℃で１．５時間かけて滴下した。更に、８０～９０℃で５時間撹拌した。
　得られた共重合体溶液の粘度は５３７０ｍＰａ・ｓであり、またその共重合体中の紫外
線吸収性単位の含有量は１８質量％、アルコキシシリル基単位の含有量は２０質量％であ
る。また、標準ポリスチレンを基準とするＧＰＣ分析による重量平均分子量は２７，６０
０であった。この共重合体溶液をＡｃポリマー１とする。
【０１０２】
　［合成例４］
　ＫＢＭ－５０３の替わりに、ＧＭＡ（グリシジルメタクリレート）を用いた以外は、合
成例３と同様に行った。この共重合体溶液をＡｃポリマー２とする。
（注）　ＫＢＭ－５０３：γ－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン
　　　　ＲＵＶＡモノマー：２－［２’－ヒドロキシ－５’－（２－メタクリロキシエチ
　　　　　　　　　　　　　ル）フェニル］－２Ｈ－ベンゾトリアゾール（ＲＵＶＡ－９
　　　　　　　　　　　　　３、大塚化学（株）製）
　これらの組成及び溶液物性については、表１，２にまとめた。
【０１０３】
【表１】

【０１０４】
ＫＢＭ－５０３：γ－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン
ＧＭＡ：グリシジルメタクリレート
ＲＵＶＡモノマー：２－［２’－ヒドロキシ－５’－（２－メタクリロキシエチル）フェ
ニル］－２Ｈ－ベンゾトリアゾール
ＭＭＡ：メチルメタクリレート
ＤＡＡ：ジアセトンアルコール
Ｖ－５９：２，２’－アゾビス（２－メチルブチロニトリル）
【０１０５】
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【表２】

＊ポリマーの粘度は回転粘度計（Ｂ型）により測定した２５℃における値である。
【０１０６】
（３）シラン・シリカ加水分解物及びその組成物の調製
　［実施例１］
　撹拌機、コンデンサー及び温度計を備えた２リットルフラスコに、プロピレングリコー
ルモノメチルエーテル１２５ｇ、イオン交換水２１ｇ、ＩＰＡシリカゾル７４ｇ（日産化
学工業（株）製ＩＰＡ分散コロイダルシリカ、シリカ含有量３０質量％）、ビスフェノー
ル－シラン５０ｇとＵＶ吸収－シラン５０ｇを仕込み、撹拌しながら２０℃に維持した。
これに、イオン交換樹脂アンバーリスト１５ｄｒｙ（オルガノ（株）陽イオン交換樹脂）
０．２５ｇを添加して高速撹拌した。２５℃にて５時間撹拌後、イオン交換樹脂をろ過で
除いた。
　硬化触媒としてアルミニウムアセチルアセトネートの白色粉体１．６ｇを添加し、２５
℃にて３時間撹拌後、Ａｃポリマー１（合成例３にて製造、４０質量％ジアセトンアルコ
ール溶液）５０ｇ、ＰＭＡ－ＳＴ（日産化学工業（株）製、シリカゾルの３０質量％プロ
ピレングリコールモノメチルエーテルアセテート溶液）５ｇを添加し、１時間撹拌した。
こうして得られた塗布溶液は、不揮発分（１５０℃、０．５時間）３３．３質量％、粘度
は３３．５ｍｍ2／ｓ、屈折率１．４３７４であった。このものを組成物の実施例１とす
る。
【０１０７】
　［実施例２］
　ビスフェノール－シラン５０ｇの替わりに、ビスフェノール－シラン２５ｇとＫＢＭ－
７６０３（信越化学工業（株）製シラン，パーフルオロヘキシルエチルトリメトキシシラ
ン）２５ｇを用いた以外は、実施例１と同様に行った。こうして得られた塗布溶液は、不
揮発分（１５０℃、０．５時間）３５．１質量％、粘度は３４．０ｍｍ2／ｓ、屈折率１
．４３２６であった。このものを組成物の実施例２とする。
【０１０８】
　［比較例１］
　Ａｃポリマー１（合成例３にて製造）５０ｇの替わりに、Ａｃポリマー２（合成例４に
て製造）５０ｇを用いた以外は、実施例１と同様に行った。こうして得られた塗布溶液は
、不揮発分（１５０℃、０．５時間）３３．２質量％、粘度は３３．７ｍｍ2／ｓ、屈折
率１．４３７８であった。このものを組成物の比較例１とする。
【０１０９】
　［比較例２］
　ビスフェノール－シラン５０ｇの替わりに、ＫＢＭ－７６０３（信越化学工業（株）製
シラン）５０ｇを用いた以外は、実施例１と同様に行った。こうして得られた塗布溶液は
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、不揮発分（１５０℃、０．５時間）３３．５質量％、粘度は２０．６ｍｍ2／ｓ、屈折
率１．４２２４であった。このものを組成物の比較例２とする。
【０１１０】
　［比較例３］
　ビスフェノール－シラン５０ｇとＵＶ吸収－シラン５０ｇの替わりに、ＫＢＭ－４０３
（信越化学工業（株）製シラン（γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン））５０
ｇとＫＢＭ－７６０３（信越化学工業（株）製シラン（パーフルオロヘキシルエチルトリ
メトキシシラン））５０ｇを用いた以外は、実施例１と同様に行った。こうして得られた
溶液は、アクリル樹脂が沈殿し、良好な塗布溶液を得ることはできなかった。
【０１１１】
　［比較例４］
　撹拌機、コンデンサー及び温度計を備えた２リットルフラスコに、プロピレングリコー
ルモノメチルエーテル１２５ｇ、イオン交換水２１ｇ、ビスフェノール－シラン５０ｇと
ＵＶ吸収－シラン５０ｇを仕込み、撹拌しながら２０℃に維持した。これに、イオン交換
樹脂アンバーリスト１５ｄｒｙ（オルガノ（株）陽イオン交換樹脂）０．２５ｇを添加し
て高速撹拌した。２５℃にて５時間撹拌後、イオン交換樹脂をろ過で除いた。
　硬化触媒としてアルミニウムアセチルアセトネートの白色粉体１．６ｇを添加し、２５
℃にて３時間撹拌後、Ａｃポリマー１（合成例３にて製造、４０質量％ジアセトンアルコ
ール溶液）５０ｇを添加し、１時間撹拌した。こうして得られた塗布溶液は、不揮発分（
１５０℃、０．５時間）３３．３質量％、粘度は５４．７ｍｍ2／ｓ、屈折率１．４４９
５であった。このものは、組成物の比較例４とする。
　実施例１，２、比較例１～４の組成物の詳細は、表３，４にまとめた。
【０１１２】
【表３】

ＫＢＭ－７６０３：パーフルオロヘキシルエチルトリメトキシシラン
ＫＢＭ－４０３：γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン
【０１１３】
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【表４】

【０１１４】
　［実施例３，４、比較例５～８］
　表面を清浄化した０．５ｍｍポリカーボネート樹脂板（ユーピロンシート、三菱エンジ
ニアリングプラスチックス（株）製）に、実施例組成物として、実施例１及び実施例２の
ものをフローコーティング法にて塗布し、室温で２０分風乾した後、１２０℃で６０分硬
化させた。これらを実施例３及び実施例４とする。このようにして得られた塗膜を下記評
価方法で評価した。これらを評価したところ、光学特性、膜密着性、硬度特性等いずれも
良好であった。
　比較例として、同様のポリカーボネート樹脂板に、組成物の比較例１、２、４をフロー
コーティング法にて塗布し、同一条件で硬化させた。これらを、比較例５、６、８とする
。これらを評価したところ、比較例５、６では光学特性が不良であり、比較例５、８では
、硬度特性が不良であった。また、組成物の比較例３のものを用いた場合（比較例７）で
は、沈殿を起こし、塗工用の溶液を調製することができなかった。
　各種物性評価の結果を表５、６にまとめた。
　本発明の組成物により被膜を施されたプラスチックポリカーボネート樹脂だけが、紫外
線遮蔽性に加えて、優れた透明性、膜密着性、耐擦傷性を発現することが可能となった。
【０１１５】
　実施例中の各種物性の測定及び評価は以下の方法で行った。
（１）塗工性：下記基準により評価した。結果を表６に示す。
　○：膜外観が均一で透明
　×：膜外観不均一及び／又は濁りがある
（２）膜外観：コーティング膜の塗膜外観を目視にて観察した。
（３）光学特性：紫外線・可視光透過スペクトルの測定により、光学特性の塗膜透明性と
紫外線遮蔽能について評価した。
　石英ガラス（厚さ１ｍｍ）上に形成したコーティング膜の紫外線・可視光透過スペクト
ルを、日立製作所製分光光度計Ｕ－３３１０により、波長２００～５００ｎｍの測定を行
った。膜の４００ｎｍの透過率で透明性を、３５０ｎｍの透過率で紫外線遮蔽能を評価し
た。下記基準による評価結果を表６に示す。
ＵＶ遮蔽性
　○：波長３５０ｎｍの光の透過率が１％以下
　×：波長３５０ｎｍの光の透過率が１％を超える
透明性
　○：波長４００ｎｍの光の透明率が９０％以上
　×：波長４００ｎｍの光の透明率が９０％未満
（４）膜密着性は、初期密着性と煮沸密着性について評価した。
　初期密着性は、ＪＩＳ　Ｋ５４００に準拠し、試験片をカミソリの刃で２ｍｍ間隔の縦
横６本ずつ切れ目を入れて２５個の碁盤目を作り、市販のセロハン粘着テープをよく密着
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）をＸ／２５で表示した。
　煮沸密着性は、試験片を沸騰水中に２時間浸漬した後に、目視にて外観観察、及び前記
と同様にして密着性試験を行った。
　下記基準による評価結果を表６に示す。
　○：Ｘが２５（剥離なし）
　×：Ｘが２５未満（剥離あり）
（５）硬度特性は、学振式磨耗試験による耐擦傷性で評価した。
　学振式磨耗試験機にて加重１ｋｇｆを装着し、１０回往復後の曇価を測定した。下記基
準により評価した。
　○：　　Ｈｚ≦２
　×：　　Ｈｚ＞２
（６）下記基準により総合評価した結果を表６に示す。
　○：×となる項目なし
　×：×となる項目１つ以上あり
【０１１６】
【表５】

【０１１７】
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